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Ⅰ 計画策定の趣旨等 

１ 計画策定の趣旨 

  自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問

題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などのさまざまな

社会的要因があることが知られています。自殺に至る心理としては、さまざまな悩

みが原因で追い詰められて自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥ったり、社会

とのつながりの減少や生きていても役に立たないという役割喪失感から、また、与

えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から、危機的な状態にまで追い込まれ

てしまう過程と見ることができます。 

  我が国の自殺対策は、平成 18 年に自殺対策基本法（平成 18年法律第 85 号）

が制定されて以降、大きく前進しました。それまで「個人の問題」とされていた自

殺が「社会の問題」として広く認識されるようになり、国を挙げて自殺対策を総合

的に推進した結果、自殺で亡くなる人数の年次推移は減少傾向にあるなど、着実に

成果を上げています。 

  しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等で状況に変化が生じています。

男性、特に中高年男性が自殺者数の大きな割合を占める状況は変わっていませんが、

令和 2 年には、特に女性や小中高生の自殺者数が著しく増加し、総数においては

11年ぶりに前年を上回りました。令和 4 年には男性の自殺者数も 13年ぶりに増

加し、小中高生の自殺者数は過去最高となっています。我が国の自殺死亡率（人口

10万人当たりの自殺による死亡率）は、主要先進 7か国の中で最も高く、自殺で

亡くなる人数の推計は毎年２万人を超える水準で積みあがっているなど、非常事態

はいまだ続いていると言わざるを得ません。 

  この間、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指して自殺対策

をさらに総合的かつ効果的に推進するため、施行から 10年の節目に当たる平成 28

年に、自殺対策基本法が改正されました。自殺対策が「生きることの包括的な支援」

として実施されるべきこと等が基本理念に明記されるとともに、自殺対策の地域間

格差を解消し、誰もが等しく支援を受けられるよう、全ての都道府県及び市町村が

「都道府県自殺対策計画」又は「市町村自殺対策計画」を策定することとされまし

た。 

  これらの背景を踏まえ、町が行う「いきる支援」に関する事業を総動員して、全

体的な取組として、自殺対策を推進するため、この度「鹿部町自殺対策計画（第 2

期）」を策定しました。本計画の実行を通して、誰も自殺に追い込まれることのない

鹿部町の実現を目指してまいります。 
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図１：自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 

 

 

２ 計画の位置づけ 

  本計画は、平成 28年に改正された自殺対策基本法に基づき、国の定める自殺総

合対策大綱の趣旨を踏まえて、同法第 13条第 2項に定める「市町村自殺対策計画」

として策定するものです。 

  また、中長期的な視点を持って継続的に自殺対策を実施していくため、本計画を、

「第６次鹿部町総合計画」における 5 つの基本構想うち、「ともに支え合い、健や

かに安心して暮らせるまち」を目指す方針に位置づけます。 

 

                        自殺対策基本法  

鹿部町総合計画                  自殺総合対策大綱 

  生きる力を育み、だれもが学べるまち        

  ともに支え合い、健やかに安心して暮らせるまち 

  安心して住み続けられるまち 

  自然と安全を守り続けるまち            いのちを支える 

  地域の魅力を活力にかえるまち           鹿部町自殺対策計画 

  みんなで知恵と力を出し合い挑戦するまち        （本計画） 
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3 計画の策定方法 

計画の策定にあたっては、保健衛生の担当である鹿部町保健福祉課を中心として 

計画の策定を行います。 

  また、本町における保健医療に関する諸問題事業などを協議する「鹿部町保健医

療協議会」において、計画内容の協議を行いました。 

 

４ 計画の期間 

  国の自殺対策の指針を示した自殺総合対策大綱がおおむね 5 年に一度を目安と

して改訂されていることから、国の動きや自殺の実態、社会状況の変化等を踏まえ

る形で、5 年に一度を目安として内容の見直しを行うこととし、「鹿部町自殺対策

計画」の期間を令和６年度から令和 10年度までの 5年間とします。 

 

５ 計画の数値目標 

  「1 計画策定の趣旨」で述べたとおり、町として自殺対策を通じて最終的に目

指すのは「誰も自殺に追い込まれることのない鹿部町」です。この社会の実現に向

けては、対策を進める上での具体的な取組内容を定めるとともに、それらの取組が

どのような効果を挙げているのかといった、取組の成果と合わせて検証を行ってい

く必要があります。 

  本町の自殺者数は、平成 29年から令和 3年までの 5年間の自殺者数は 3人、1

年平均で 0.6 人でした。計画期間である 5 年後においては自殺者数 0人を目指し

ます。 

 

６ 持続可能な開発目標への対応 

  国際的な目標達成に向けて自治体の取組にも大きな期待が寄せられているＳＤ

Ｇｓ（持続可能な開発のために達成すべき目標）の理念を取り入れ、あらゆる不平

等の是正や住み続けられるまちづくり等、様々な分野において地球上の誰一人取り

残さない持続可能な社会の実現を目指して、生きることの包括的な支援の実現に努

めていきます。 
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Ⅱ 鹿部町の自殺をめぐる現状 
  

 本町の自殺の実態に即した計画を策定するため、厚生労働省「人口動態統計」、警

察庁「自殺統計」、ならびに自殺総合対策推進センターが自治体毎の自殺実態を示し

た「地域自殺実態プロファイル」を基に分析を行いました。 

  

１ 統計データから見る鹿部町の自殺の現状 

（1） 自殺死亡者数の年次推移 

   本町の自殺死亡者数は、平成 24年から平成 25年と平成 30年、令和 3年

は年間１～２人となっておりますが、平成 26 年から平成 29 年と令和元年か

ら令和 2年は 0人となっています。 

   

       鹿部町の自殺死亡者数の年次推移 

                              単位：人  

    

      

 

 

 

 

資料：自殺総合対策推進センター 地域自殺実態プロファイル（2022） 

 

⑵ 自殺死亡者数の 10年集計の推移（5年毎） 

    平成 8年から 10年毎の自殺者数の集計を 5年毎に比較すると、直近の平成

22年から令和元年の自殺者数は減少となっています。 
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鹿部町の自殺死亡者数の 10年集計の推移（5年毎） 

単位：人 

    

資料：北海道における主要死因の概要６～10  

 

⑶ 自殺死亡者の標準化死亡比の推移 

    10 年間の標準化死亡比*は、直近の平成 22 年～令和元年は、男性が 64.3、 

女性が 75.4であり、男性、女性ともに北海道より低く推移しています。 

 

     図３ 自殺死亡者の標準化死亡比の推移 

     

資料：北海道における主要死因の概要６～１０ 

* 標準化死亡比（SMR）とは、死亡数をそれぞれに地域に生じている年齢構成のゆ

がみを修正して比較したものです。ここでは、全国を 100 とし、SMR が 100 より

も大きければ死亡率は全国よりも高いと言えます。 
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⑷ 自殺率の推移 

全国、全道の自殺率は減少傾向であるが、令和 2年度以降は横ばいとなってい 

ます。本町は平成 26年から平成 29年の自殺率は０％となっているが、平成 30

年、令和 3年と自殺者がおり、自殺率が上昇しています。 

    図４ 自殺率の推移（国・北海道との比較     

 

 

 

 

 

資料：自殺総合対策推進センター 地域自殺実態プロファイル（2022） 

 

⑸ 性別・年代別自殺者数（平成 24年～令和 3年合計） 

   年代別（10歳刻み）傾向では、男性は 40歳代で多く、女性では 70歳代以外

の自殺者がいない状況となっています。全国と比較し、本町では 40歳代の死亡

割合が高くなっています。 

図５ 平成 2４年～令和３年 性別・年代別自殺者数 

     

              資料：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 

 ⑹ 自殺の特徴 

平成 29年～令和 3年の 5年間における自殺の実態について、自殺総合対策 

推進センターの「地域自殺実態プロファイル 2022」により、本町において自 
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殺で亡くなる人の割合が多い属性（性別×年代別×職業の有無別×同居人の有

無別）の上位 5 区分（本町では 5 年間の死亡者が 3 人のため上位 2 区分とな

っています。）が示されました。 

また、この属性情報から、本町において推奨される重点施策として、「勤務・

経営」「高齢者」に対する取組が挙げられました。 

 

 地域の主な自殺の特徴～特別集計（自殺日・居住地、Ｈ29～R3合計） 

上位 5区分 
自殺者数

5年計 
割合 背景にある主な自殺の危機経路* 

1位：男性 40～59歳 

有職同居 

２人 66.7％ 配置転換→過労→職場の人間関係

の悩み＋仕事の失敗→うつ状態→

自殺 

2位：男性 60歳以上 

有職同居 

１人 33.3％ ①【労働者】身体疾患＋介護疲れ→

アルコール依存→うつ状態→自殺 

②【自営業者】事業不振→借金＋介

護疲れ→うつ状態→自殺 

― ― ― ― 

資料：自殺総合対策推進センター 地域自殺実態プロファイル（2022）  

順位は自殺者数の多さに基づきます。 

 *「背景にある主な自殺の危機経路」は、自殺実態白書 2013（NPO法人ライフリンク）を参考

にし、生活状況別に自殺に多くみられる全国的に見て代表的と考えられる自殺の危機経路を示

しています。それぞれのグループが抱え込みやすい要因とその連鎖のうち主なものが記載され

ています。 
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Ⅲ 自殺対策の基本的な考え方  

 

 １ 基本的な考え方 

  本町では、町の自殺実態の結果を踏まえ、「国が定める地域自殺対策パッケージ」

において、全ての自治体で取り組むことが望ましいとされた「基本施策」と、本町

の自殺の実態を踏まえてまとめた「重点施策」を組み合わせ、地域の特性に応じた

実行性の高い施策を推進していきます。 

  また、庁内の多様な既存事業を「生きることを支える取組」と位置づけ、より包

括的・全庁的に自殺対策を推進していきます。 

 

 

             基本施策         重点施策 

     地域や役場組織内におけるネットワークの強化    

自殺対策を支える人材の育成           勤務・経営 

     町民への啓発と周知               高齢者 

     生きることの促進要因への支援           

     こども、若年層に対する支援 

                生きる支援関連施策 

       既存事業を自殺対策（地域づくり）の観点から捉え直し、 

      様々な課題に取り組む各課、各組織の事業を掲載 

 

 

 

 

 

 

誰も自殺に追い込まれることのない鹿部町 
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２ 施策の体系 

  ＜基本施策＞ 

  ⑴ 地域や役場組織内におけるネットワークの強化 

①地域における連携・取組体制の強化 

②特定の課題に対する連携やネットワークの強化 

 

  ⑵ 自殺対策を支える人材の育成 

  ①ゲートキーパーの養成 

②自殺対策支援者等の資質の向上 

    ③家族や地域支援者への支援 

 

  ⑶ 町民への啓発と周知 

    ①リーフレットやポスター等による周知・啓発の推進 

    ②広報等を活用した啓発活動 

 

  ⑷ 生きることの促進要因への支援 

    ①居場所づくり 

    ②自殺リスクを抱える可能性のある人への支援 

    ③地域全体の自殺リスクの低下 

    ④妊産婦への支援の充実 

    ⑤子育て世帯に対する支援 

    ⑥無職者や失業者、生活困窮者への自殺対策の推進 

    ⑦相談支援体制の充実 

    ⑧自殺未遂者への支援 

    ⑨遺（のこ）された方への支援 

 

 ⑸ こども、若年層に対する支援 

   ①相談体制の充実 

   ②いじめを苦にした子どもの自殺予防 

  ③「心のスキルアップ」を図る取組の充実  

 

＜重点施策＞ 

 ⑴ 勤務や経営に関わる自殺対策の推進 

   ①職場のメンタルヘルス対策の推進 

   ②勤務問題の理解と相談先の周知の推進 

 

 ⑵ 高齢者への自殺対策の推進 

①包括的な支援のための連携の推進 
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 Ⅳ 自殺対策の具体的な取組（生きることを支える取組） 

  

１ 基本施策に関する取組  

   ⑴ 地域や役場組織内におけるネットワークの強化 

     本計画を策定し、計画に基づき各種施策を推進するため、地域の人材や資

源を把握し、また様々な分野の取組を密接に連携させ、自殺対策を地域づく

りとして実践的に取り組む体制の確保に努めます。 

 

① 地域における連携や取組体制の強化 

自殺対策においては、医療や保健、福祉、生活、教育、労働関係等様々      

な関係機関のネットワークづくりが重要です。町民と行政、関係機関が顔 

の見える関係を築きながら協働し、地域で支え合えるまちづくりを推進し 

ます。 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

鹿部町保健医

療協議会 

関係機関等との連

携強化や保健医療

等に関する諸問題

事業の協議 

関係団体、その他住民の代表

者、医療関係者、行政機関の代

表者などで構成する鹿部町保健

医療協議会において、本町にお

ける自殺対策等総合的な健康づ

くりについて協議します。 

保健推進係 

  

② 特定の課題に対する連携やネットワークの強化 

様々なリスクを抱え課題が複雑化する前に、より早い段階での課題解決      

ができるよう、各分野における対策協議のための体制強化を図ります。 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

鹿部町地域自

立支援協議会 

保健や医療、福

祉、教育等に関係

する機関とのネッ

トワーク構築 

地域自立支援協議会において、

障がい者や家族等が地域で安心

して生活を送ることが出来るよ

う、自殺対策の視点も加え、検

討していきます。 

福祉係 

鹿部町要保護

児童対策地域

協議会 

子どもの虐待等の

対策を協議するた

めに関係者会議を

開催し、連携体制

を強化します。 

鹿部町要保護児童対策協議会を

開催し、関係者間のネットワー

クを構築しながら、個別ケース

の検討を行い、事例に対して情

報を共有し、対応を協議しま

す。 

子育て支援

係 

保健推進係 
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⑵ 自殺対策を支える人材の育成 

自殺対策を支える人材の育成は、対策を推進する上での基盤となる重要な 

取組です。本町では、関係者だけでなく、町民を対象とした研修等を開催す 

ることで、地域の取組の担い手や支え手となる人材の育成に努めます。 

 

① ゲートキーパーの養成 

多くの町民がゲートキーパー養成講座を受講することで、うつ病や自殺 

対策に関心を持ち、望ましい対応ができることを目指し講座を開催します。 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

ゲートキーパ

ーの養成 

ゲートキーパー養成

講座の開催 

自殺のリスクが高いと思われる

町民がいた場合には、相談機関

につなぐなどの対応がとれるよ

うゲートキーパー養成講座を開

催し人材を養成します。 

保健推進係 

 

② 自殺対策支援者等の資質の向上 

町職員等の対応力向上、自身のこころのケア等に係る研修により資質の 

向上に努めます。    

事業名 事業概要 取組内容 係名 

地域保健スタ

ッフの資質の

向上 

職員の資質向上 保健師等が自殺対策に関する研

修会等に参加するなど、各種研

修機会を活用し、職員の資質向

上を図ります。 

保健推進係 

支援者研修会 研修会を通じて、自

殺対策への対応力向

上と自身のこころの

ケアを推進します。 

自殺対策従事者等を対象にした

対応力や自身のこころのケアに

係る研修会に参加し、職員の資

質向上を図ります。 

保健推進係 

 

③ 家族や地域支援者への支援 

ボランティア等地域で自殺対策に取り組む方や団体などの活動支援に努 

めます。 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

認知症サポー

ター養成講座 

認知症についての正

しい知識を持ち、認

知症の方やその家族

を応援する認知症サ

ポーターを養成。 

認知症サポーターが、認知症介

護者の自殺リスクの早期発見と

対応について理解し、気づき役

としての役割を担えるよう支援

します。 

地域包括支

援係 
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鹿部町民生児

童委員協議会

(相談・支援な

ど) 

民生委員や児童委員

による地域の相談、

支援等の実施 

困難な問題を抱えている人が同

じ地域住民として気軽に相談で

きる地域で最初の窓口となり、

見守り活動を推進します。 

福祉係 

 

⑶ 町民への啓発と周知 

     町民との様々な接点を活かし相談機関等に関する情報を提供するととも

に、町民が自殺対策について理解を深められるように取り組みます。また、  

地域の広報媒体等を活用し、地域全体に向けた啓発や相談先の情報提供に努 

めます。 

  

    ① リーフレットやポスター等による周知や啓発の推進 

      様々な機会を活用して、自殺対策に関する総合的な情報提供に努めます。     

事業名 事業概要 取組内容 係名 

こころの健康

づくり事業 

(周知や啓発) 

周知や啓発 

（リーフレット配

布、公共施設トイレ

へのポスターの掲

示） 

広く町民の目に留まるよう、リ

ーフレットを配布したり、公共

施設のトイレにポスターを掲示

し、町民の自殺問題に対する理

解の促進と啓発を図ります。 

保健推進係 

高齢者向け事

業による啓発

や周知の推進 

老人クラブ活動や、

福祉灯油の助成など

の事業を活用し周知

や啓発を行います。 

自殺対策に係るリーフレット

（高齢者向け相談機関の窓口一

覧等）等を、配布し周知を図り

ます。 

福祉係 

地域包括支

援係 

介護保険係 

     

    ② 広報等を活用した周知や啓発活動 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

広報紙を通

じた周知や

啓発 

町広報紙を毎月発行

しています。「いのち

の電話」等相談連絡

先を掲載するなど、

自殺対策関連記事を

掲載します。 

広報紙に自殺対策に係る記事を

掲載し、町民に相談先を周知し

ます。 

自殺対策の必要性などの啓発に

より各種事業・支援施策に関す

る情報を提供します。 

広報広聴係 

保健推進係 

町公式ホー

ムページを

通じた周知

や啓発 

町公式ホームページ

の維持管理を行うと

共に、自殺関連記事

を掲載します。 

自殺対策に関連した記事を掲載

し広く周知や啓発を図ります。 

広報広聴係 

保健推進係 
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⑷ 生きることの促進要因への支援 

     自殺に追い込まれる危険性が高まるのは、「生きることの促進要因」より

も「生きることの阻害要因」が上回った時です。そのため、「生きることの阻

害要因」を減らすための取組だけでなく、「生きることの促進要因」を増やす

ための取組を合わせて行うことによって、自殺リスクを低下させる必要があ

ります。こうした点を踏まえて本町では、「生きることの促進要因」の強化に

つなげ得る様々な取組の推進に努めます。 

 

① 居場所づくり 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

鹿部町コミ

ュニティカ

フェ 

高齢者、障がい者、

こども等が地域住民

と集う地域のコミュ

ニティ活動の場とし

てカフェを運営しま

す。 

保健福祉に関する相談窓口の開

催、地域福祉に関する情報発信、

レクリエーションなどを実施し

住民の利便性向上に寄与するコ

ミュニティカフェを運営します。 

保健推進係 

福祉係 

介護保険係 

地域包括支

援係 

育児教室 

（バンビ教

室） 

 

 

子育て支援、こども

の健康づくりを行い

ます。 

 

 

親子が一緒に遊び、親子同士の

交流、友達づくりのきっかけづ

くりへ取り組みます。また、集

団生活のマナーやルールを知る

機会となるよう取り組みます。 

保健推進係 

総務・学校

教育係 

子育て支援

係 

赤ちゃんな

かよし広場 

 

 

 

 

乳児とその保護者が

参加できる教室を開

設します。 

乳児とその保護者が相互に交流

を行う場を開設し、子育ての相

談や情報提供などを実施します。

保護者が子育ての不安や悩みを

軽減できるよう取り組みます。 

保健推進係 

地域活動支

援センター

「ぽっぽ」 

 

 

地域活動支援センタ

ーを運営し、障がい

者の社会参加と地域

交流の場を提供しま

す。 

創作活動及び生産活動等を通し

て、障がい者が自立した日常生

活を営むことができるよう支援

します。 

福祉係 

福祉用具貸

出事業 

車椅子などを無料で

貸出する事業 

車椅子などの無料貸出によって

外出しやすい環境の整備に努め

ます。 

社会福祉協

議会 
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ふれあいい

きいきサロ

ン 

 

高齢者の閉じこもり

予防 

高齢者のつどいの場を提供し、

食事や催しを実施し、高齢者の

孤立や閉じこもり予防に取り組

みます。 

社会福祉協

議会 

小地域福祉

活動事業 

 

高齢者や障がい者世

帯の見守り訪問や援

助活動と地域住民の

交流や支え合い活動

などを支援します。 

見守り訪問や援助活動を通じて

発見された、支援が必要な事例

について、関係機関と連携しな

がら対応します。 

社会福祉協

議会 

     

② 自殺リスクを抱える可能性のある人への支援 

自殺のリスクを低下させるため、保健や福祉をはじめ様々な分野におい 

て、地域での支援・相談体制を充実させるとともに、わかりやすい相談窓 

口情報の提供や経済的負担の軽減に取り組みます。     

事業名 事業概要 取組内容 係名 

こころの健

康づくり事

業（相談） 

こころの健康相談 自殺のリスク軽減を図り、必要

な支援につなげるよう、こころ

の健康相談を実施します。 

保健推進係 

精神障がい

者や家族へ

の個別支援 

困難事例対応、精神

障がい者及び家族へ

の個別支援（電話や

訪問指導） 

 

 

精神疾患の困難事例では、家族

のストレスも大きく対応に苦労

している場合が多いため、保健

師による個別支援をしながら、

医療機関やサービス提供機関な

どとの連携により、自殺リスク

の軽減を図ります。 

保健推進係 

障がい者支

援に関する

事務 

障がい者相談支援

（障がい者相談員に

よる相談支援） 

相談支援により障がい者が抱え

る様々な問題の解決を図ること

によって、自殺の発生リスクの

軽減を図ります。 

福祉係 

障がい児支

援業務 

 

障がい児相談支援 障がい児を抱えた保護者への相

談支援の提供により、保護者に

過度の負担がかかるのを防ぎ、

自殺リスクの軽減を図ります。 

福祉係 

巡回児童相

談 

 

 

巡回児童相談 こどもの発達に関して児童相談

所の専門家が相談に応じること

で、母親の負担や不安軽減を図

ります。 

保健推進係 
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必要時、他の関係機関へとつな

げる等の対応をとることで、包

括的な支援を提供します。 

児童虐待防

止、ＤＶ被

害者への支

援 

 

児童相談所などの関

係機関との連携によ

り、子どもの虐待事

例やＤＶ事例に対応

します。 

要保護児童対策地域協議会を開

催し、情報提供により対応を協

議します。また、ＤＶについて

関係機関と連携を図りながら対

応します。 

子育て支援

係 

住民係 

不妊治療費

助成事業 

 

 

生殖不妊治療費助成

一般不妊治療費助成 

先進不妊治療費及び

交通費助成 

妊娠を希望する夫婦にとって、

不妊は大きなストレスであり、

経済的負担も大きいため、費用

助成により、それらの負担軽減

が図れるよう支援します。 

保健推進係 

不育症治療

費助成事業 

 

 

不育症治療費助成 流産が繰り返されることなどは

出産を希望する夫婦にとって、

大きなストレスであり、検査や

治療費用などの経済的負担も大

きいため、費用助成により、そ

れらの負担軽減が図れるよう支

援します。 

保健推進係 

生活習慣病

予防 

 

 

特定健診、後期高齢

者健診、一般健診、 

結果説明会、がん検

診 

各種健（検）診の機会に、睡眠

障害やアルコールの多飲などの

自殺リスクが高いと思われる町

民に対する支援に努めます。 

保健推進係 

 

    ③ 地域全体の自殺リスクの低下 

地域全体の自殺リスクを低下させるため、「生きることの促進要因」を増 

やす取り組みを推進します。     

事業名 事業概要 取組内容 係名 

人権擁護委

員 

人権擁護委員の設置 

人権擁護委員による

相談 

人権問題をはじめとする悩みご

とについて随時相談を受け付け

ており、相談体制の拡充を図り

ます。 

総務係 

 

消費生活対

策事業 

 

消費者相談 

情報提供や啓発 

消費生活に関する問題について

相談受付や情報提供（消費生活

センターなどの案内など）を行

います。 

住民係 
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④ 妊産婦への支援の充実    

事業名 事業概要 取組内容 係名 

子育て世代

包括支援セ

ンターの設

置（新規） 

子育て世代包括支援セ

ンターでの相談支援 

妊娠・出産期から子育て期にわ

たり、切れ目なく支援を行いま

す。 

保健推進係 

産前・産後

サポート事

業（新規） 

産前・産後サポート事

業の実施 

保健師や管理栄養士が産前・産

後のサポートとして、家庭訪問

や相談支援を行います。 

保健推進係 

産後ケア事

業（新規） 

産後ケア事業の実施 産後のケアとして、医療機関へ

の宿泊や心身のケア、育児指導

等必要な支援を行います。 

保健推進係 

母子健康手

帳交付事業 

母子健康手帳の交付

時、保健師による面接 

本人や家族との面接時に状況を

把握し、問題等あれば関係機関

につなげる等、自殺対策を踏ま

えた対応の強化を図ります。 

保健推進係 

妊婦健康診

査等費用助

成 

妊婦一般健康診査 

超音波検査費用助成 

妊産婦健康診査等交通

費助成申請の受付や交

付事務 

妊産婦と面接する際には自殺の

リスクが高い層であると認識し

早期発見と対応に努めるととも

に、必要に応じて関係機関と連

携し支援を行います。 

保健推進係 

児童虐待予

防対策事業 

母子支援連絡システム 

乳幼児健康診査 

要保護児童対策地域協

議会参加 

こどもへの虐待は、家庭が困難

な状況にあることを示すサイン

であるため、早期の段階から関

与し、医療機関との連携により

状況把握に努め、必要な支援に

つながるよう対応します。 

保健推進係 

子育て支援

係 

 

    

⑤ 子育て世帯に対する支援 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

保育事業や

幼児教育の

実施 

保育事業、幼稚園にお

ける保育や子育て相談

の実施 

子育てで困った時や虐待に関す

る相談、福祉サービスに関する

相談先などがわかるリーフレッ

トの作成や配布を行い安心して

子育てできるよう支援します。 

子育て支援

係 

保健推進係 

福祉係 

 

妊産婦や新

生児、乳幼

妊産婦訪問指導 

新生児訪問指導 

面接時に自殺リスクの高い保護

者の早期発見と対応に努めると

保健推進係 
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児訪問指導 

乳幼児健康

診査 

乳幼児訪問指導 

乳幼児健康診査 

ともに、問題があれば関係機関

に繋げるなど、自殺対策を踏ま

えた対応の強化を図ります。 

乳幼児歯科

健診 

歯科指導 

フッ素塗布

事業 

 

1歳～６歳（幼稚園年

長児） 

1歳 6か月児健診 

3歳児健診 

フッ素塗布 

乳幼児の歯科健診の機会を活用

し、家庭状況や養育状況の把握

をし、問題を抱えていると思わ

れる家庭に対しては、関係機関

と連携しながら対応します。 

保健推進係 

ひとり親家

庭の相談窓

口 

 

 

ひとり親家庭につい

て、生活全般にわたる

相談に応じ、関係機関

の情報提供等を行いま

す。 

関係機関との連携強化により経

済負担の軽減や住宅、就労に関

する悩みなど、生活全般にわた

る相談に応じ、必要時に関係機

関を紹介するなど、ひとり親家

庭への相談支援を行います。 

福祉係 

ひとり親家

庭医療費助

成 

 

 

ひとり親家庭などへの

入院や通院自己負担額

の助成 

18歳以下の児童を扶養してい

るひとり親家庭の方、または父

母のいない児童の保険診療によ

る、入院や通院医療自己負担額

を助成します。 

健康保険係 

 

⑥ 無職者や失業者、生活困窮者への自殺対策の推進 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

生活困窮者

自立支援事

業 

相談窓口対応事業 生活困窮に陥っている方からの

相談窓口として、生活や就労、

その他自立の相談に応じ、町と

社会福祉協議会が連携しなが

ら、必要な情報提供及び助言を

行います。 

福祉係 

社会福祉協

議会 

 

生活資金貸

付事業 

一次的に生活困窮に

陥った方に対し、自

立更生のための資金

の貸付しを行いま

す。 

生活困窮状態の方に対し、一時

的なつなぎ資金として現金貸付

することにより、経済的な自立

を助長し、生活の安定促進を図

ります。 

社会福祉協

議会 

生活保護業

務 

生活困窮者自立支援

対象者以外の困窮者

を対象に相談対応を

相談を受けた世帯について振興

局へ申請する事務を行います。

生活保護法による保護決定後、

福祉係 
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行います。 適切な対応に努めます。 

ハローワー

クとの連携 

ハローワークと連携

し就労に関する情報

提供を行います。 

ハローワークと連携を深め、就

労情報の提供の拡充を図る等、

就労支援に努めていきます。 

商工労働係 

 

⑦ 相談支援体制の充実 

      様々な問題が複雑化する前に、より早い段階での問題解決が出来るよう、

窓口での連携体制の整備及びわかりやすい周知に努めます。    

事業名 事業概要 取組内容 係名 

窓口相談 福祉サービスの情報

提供や生活全般の相

談対応を行います。 

 

若者から高齢者まで、心配ごと

を気軽に相談できる体制を整え

ます。 

保健推進係 

福祉係 

子育て支援

係 

地域包括支

援係 

日常生活自

立支援事業 

高齢や障がいにより

日常生活を送る上で

の判断に不安がある

方を対象に、生活費

の管理、書類などの

預かりなどを定期的

に行う福祉サービス 

高齢者や障がい者が在宅生活を

送る上での不安解消に向けて、

相談体制の充実と相談窓口情報

などのわかりやすい発信に努め

ます。 

福祉係 

地域包括支

援係 

社会福祉協

議会 

     

⑧ 自殺未遂者への支援 

      自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐため、地域での専門的ケアや自殺未

遂者の抱える社会的問題への支援が必要なことから、関係機関との連携体

制の構築に努めます。    

事業名 事業概要 取組内容 係名 

二次医療圏

域との連携 

南渡島自殺未遂者支

援地域検討会議への

出席 

会議で南渡島地域の実情を把握

し、自殺未遂者の精神的ケア及

び生活支援などについて、関係

機関との連携のあり方を検討し

ます。 

保健推進係 

 

 

⑨ 遺（のこ）された方への支援 

自殺により遺（のこ）された親族などを支援するため、相談体制の整備 

と情報提供に努めます。     
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事業名 事業概要 取組内容 係名 

遺族や知人

等を含めた

支援 

各種相談先の情報周

知や保健師による相

談体制の整備 

自殺により遺（のこ）された親

族などの支援にかかる情報を共

有するとともに、保健師などに

よる遺族への相談体制の整備に

努めます。 

保健推進係 

ひとり親家

庭医療費助

成（再掲） 

 

 

ひとり親家庭などへ

の入院や通院自己負

担額の助成 

18歳以下の児童を扶養してい

るひとり親家庭の方、または父

母のいない児童の保険診療によ

る、入院や通院医療自己負担額

を助成します。 

健康保険係 

遺児支援 

 

児童扶養手当に係る

事務 

児童扶養手当等により、ひとり

親家庭を支援します。 

戸籍係 

  

 ⑸ こども、若年層に対する支援 

    本町において、こどもや若者の自殺は無い状況が続いていますが、こども

や若者の自殺の背景にあるとされる様々な問題（経済・生活面の問題、家族

関係の不和、心身面での不調など）は人生の中でも誰もが直面し得る危機で

す。そのような問題への対処方法や支援先に関する正確な情報を早い時期か

ら身につけることは、将来の自殺リスクの低減につながり得るため、いじめ

対策を推進し、若者が相談しやすい環境の整備に努めます。 

 

① 相談体制の充実 

いじめや不登校に係る相談事業の推進に努めます。    

事業名 事業概要 取組内容 係名 

いじめや不

登校に関す

る相談 

相談者の求めに応じ

て、面談や電話によ

る相談を行います。 

いじめや不登校などの相談に応

じ早期の問題発見や対応につな

げます。 

子育て支援

係 

総務・学校

教育係 

保護者への

経済的支援 

相談者の求めに応じ

て、面談や電話によ

る相談を行います。 

経済的理由により就学困難な児

童生徒に対し、学用品費などの

援助を行います。 

総務・学校

教育係 

鹿部町教育

支援センタ

ー マイル

ーム（新規） 

相談者の求めに応じ

て、場所の提供と支

援を実施します。 

不登校及び不登校傾向がみられ

る児童生徒に学校外で過ごせる

場所の提供と指導員やカウンセ

ラー等による支援を行います。 

総務・学校

教育係 
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   ② いじめを苦にしたこどもの自殺の予防      

事業名 事業概要 取組内容 係名 

いじめや不

登校に関す

る相談窓口

の周知 

いじめの相談窓口の

周知に努めます。 

いじめや不登校に関する相談窓

口を児童生徒や保護者に周知し

いじめの早期発見、早期対応に

つなげることで、いじめによる

自殺リスクの軽減を図ります。 

総務・学校

教育係 

 

③ 「心のスキルアップ」を図る取組の充実      

事業名 事業概要 取組内容 係名 

心の専門家

の活用（新

規） 

児童生徒、その家族

の求めに応じて、話

の傾聴、助言を行い

支援します。 

様々な相談について相談員、ス

クールカウンセラー及びスクー

ルソーシャルワーカー等の専門

家が傾聴、助言を行い、関係機

関と連携した支援を図ります。 

総務・学校

教育係 

人権教育・

道徳教育 

（新規） 

学校の教育活動の中

で、命について学ぶ

機会を作り、自殺予

防対策につながる学

習に努めます。 

いじめの未然防止に資する道徳

授業や人権擁護委員による講演

等の開催を行い、意識の向上を

図ります。 

総務・学校

教育係 

仲間を意識

し思いやる

教育(新規) 

仲間を意識し、思い

やることの大切さを

学ぶ取組に努めま

す。 

児童生徒が悩んだ時には誰かに

相談することで解決に向かう、

互いに思いやる学校風土つくり

に努めます。 

総務・学校

教育係 

教職員のカ

ウンセリン

グマインド

向上のため

の取り組み

（新規） 

児童生徒のサインを

受け止めるために、

教職員へ研修の充実

を図ります。 

児童生徒のサインを受け取るた

めのカウンセリングマインド等

の研修の充実、各種ツールの有

効活用により、チーム学校とし

て教育相談体制を築くことに努

めます。 

総務・学校

教育係 

 

 

 



21 

 

２ 重点施策に関する取組 

 

  ⑴ 勤務や経営に関わる自殺対策の推進 

   勤務問題による自殺対策を推進することが重要となっています。この背景に

は、長時間労働やパワーハラスメント等の勤務問題に関する自殺が社会的な問

題となっていることがあげられます。 

   そのため、本町においても地域の実態をふまえて、町役場におけるメンタル

ヘルス対策を進めるとともに、町内企業における取組の普及に努めます。 

 

  ① 職場のメンタルヘルス対策の推進 

    メンタルヘルスの向上に向けた取組の実施を通じて、職場環境づくりの重 

要性の周知や啓発に努めます。    

事業名 事業概要 取組内容 係名 

町職員のメ

ンタルヘル

ス対策 

 

 

 

 

 

町民からの相談に応

じる町職員の心身面

の健康の維持増進を

図ることで、支援者

への支援の強化を図

ります。 

パワーハラスメント

やセクシャルハラス

メント、妊娠や出産

などに関するハラス

メント防止に向けた

対策を推進します。 

労働安全衛生法に基づき、スト

レスチェックを実施し、メンタ

ル不調の未然防止を図ります。

また、ハラスメント防止に向け

た対策を推進します。 

 

総務係 

 

町内企業へ

の自殺対策

の普及 

 

町内企業にこころの

健康に関する相談窓

口一覧を記したチラ

シなどの配布を行

い、自殺予防と早期

発見の啓発を行いま

す。 

こころの健康相談に関する窓口

の周知を行います。 

 

保健推進係 
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⑵ 高齢者への自殺対策の推進 

日本の高齢化の急速な進展に伴い、高齢者を含めた家族の形態や就労状況は  

大きく変化してきました。高齢者特有の課題を踏まえ、様々な背景や価値観に 

対応した支援、働きかけを推進していきます。 

 

① 包括的な支援のための連携の推進 

事業名 事業概要 取組内容 係名 

地域ケア会

議 

 

 

 

高齢者とその関係者 地域の高齢者が抱える問題など

を把握し、ケア会議などで共有

し、関係者間での連携関係の強

化や地域資源の連動につなげて

いきます。 

地域包括支

援係 

総合相談事

業 

 

 

 

高齢者とその家族 高齢者が住み慣れた地域で安心

して生活できるよう、多種多様

な相談を幅広く受付け、困難に

陥った高齢者とその家族に対

し、横断的な支援をします。 

地域包括支

援係 

認知症初期

集中支援事

業（新規） 

認知症や認知症の疑

いのある方とその家

族 

認知症初期集中支援チーム員が

高齢者とそのご家族に対し、相

談を受けその結果を踏まえて方

向性を検討し、支援を行いま

す。 

地域包括支

援係 

健康状態不

明者把握事

業（新規） 

健診受診歴・医療受

診歴や介護認定情報

のない健康状態が不

明な７５歳以上の方 

健康状態、生活状態の把握、把

握された健康状態に応じて、健

診や医療の受診勧奨、介護サー

ビスの利用の勧奨を実施しま

す。 

保健推進係 

 

Ⅴ 自殺対策の推進体制 

 

  「誰も自殺に追い込まれることのない鹿部町」の実現を目指して、役場組織外の

関係機関ならびに民間団体等と緊密な連携を図るとともに、様々な関係者の知見を

活かし、自殺対策を総合的に推進します。 

  そのため、関連施策の動向を踏まえながら、計画の変更・事業の見直し等の措置 

を講じることとします。  
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Ⅵ 参考資料  
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